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「地域密着型金融推進計画」の進捗状況

（平成18年９月末基準）

「地域密着型金融推進計画」の進捗状況

（平成18年９月末基準）

平成18年１１月

株式会社 北海道銀行
＜ほくほくフィナンシャルグループ＞
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進捗状況の要約

＜17年4～18年9月の総括＞

総体としては、進捗状況はスケジュールどおりに進捗しており、数値目標についても、順調
に推移している。特に「取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化」に積極的に取組んで
おり、ビジネスマッチングの推進、経営改善支援先に対する支援等に今後も引き続き積極的に
取組み、アクションプログラムに基づく地域密着型金融の推進に注力していく。

１．事業再生・中小企業金融の円滑化

＊各種交流会・商談会を４回開催し、お取引先の販路拡大を支援

＊ベンチャー企業向けファンド「道銀どさんこ１・２号ファンド」を活用し、ベンチャー企業を育成・支援

＊アグリ関連ネットワーク「道銀アグリパートナーズ」を発足し、農業分野に関する取組みを強化

＊企業再生支援を目的に外部機関２社とアドバイザリー契約を締結し、積極的に活用

２．経営力の強化

＊経営顧問会議の継続開催

＊遠隔相談システムの全店導入完了

３．地域の利用者の利便性向上

＊利用者満足度アンケートを実施

＊ＰＦＩ案件取組みにより、ノウハウを蓄積し、積極的に対応

［大項目毎の主な取組実績]
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ビジネスマッチングへの取組み
［コンサルティング機能及び情報提供機能の一層の強化］［コンサルティング機能及び情報提供機能の一層の強化］

○北海道ビジネスフォーラム・交流会
・平成１１年より継続開催

・平成１８年１０月１９日第８回を札幌で開催

○北海道『食』の特別商談会
・平成１７年５月 第１回開催 出展企業３２社
・平成１７年９月 第２回開催 出展企業２７社
・平成１８年９月 第３回開催 出展企業３３社

○ほくほくＦＧビジネスフォーラム（北陸銀行）
・平成１６年より継続開催

・平成１７年９月 富山市で開催 出展企業８６社

・平成１８年９月 高岡市で開催 出展企業１４３社

各種交流会・商談会

・１７年度実績 成約６５６件（年間目標４００件）

・１８年度実績 成約５１１件（年間目標７００件）
（18年9月末現在）

ビジネスマッチング業務

＜中国・東アジア＞
・瀋陽駐在員事務所（道銀、１８年８月開設）

・日中経済協会札幌市北京事務所へ行員派遣（道銀）

・３行（横浜銀行・北陸銀行・道銀）海外情報ネットワーク

・上海駐在員事務所（北陸銀行）

・シンガポール駐在員事務所（北陸銀行）

・富山県大連事務所へ行員派遣（北陸銀行）

【各種取組み】

○ほっかいどう長城会

会員数２３９先（１８年９月末現在）

○瀋陽との地域交流

瀋陽Day in 札幌開催（５月）

瀋陽市当局と協力協定締結

北海道week in 瀋陽開催（７月）

＜ロシア＞
・稚内市サハリン事務所へ行員派遣（道銀）

【各種取組み】

・サハリンウエスト銀行との業務提携
・道銀サハリンビジネスサポートファンド創設
投資実績１億円（１８年９月末現在）

＜北米＞
・ニューヨーク駐在員事務所(北陸銀行）

ほくほくＦＧ海外ネットワーク

14年度 15年度 16年度 17年度

ビジネス交流会来場
者数（概数） 400 450 800 1,200
ビジネス交流会出展
企業数 63 64 70 69
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販路

外食

種・苗
物流

生産資材 直売ＩＴ 産直

生産委託観光

加工

機器

金融

ｽｰﾊﾟｰ・小売店

加工ﾒｰｶｰ

ＩＴ情報化支援

意欲的外食

種苗生産

観光業界 物流支援 安定発注

農機具ﾒｰｶ

肥料・農薬・温材

通販・Ｗｅｂ市場

農業入口戦略 出口戦略

道内農業生産者

農林公庫提携

地域協力・設備

取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化
［アグリビジネス支援：道銀アグリパートナーズ］［アグリビジネス支援：道銀アグリパートナーズ］

北海道農業を取り巻く協調支援体制の構築を支援します。

・「水」と「安全」を両方備えた特別な土地→北海道の個性発揮
・農業を中心とした産業全体の連携（マッチング）を展望し北海道農業を支援
・農林公庫等と連携し、産業の一員として北海道銀行の金融機能も提供

農業向け新規融資実績
（18年2月～9月）
約６億7,800万円
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経営改善の取組み支援実績

【１８年度上期（１８年４月～１８年９月）】
（単位：先数）

αのうち期末に債務者
区分がランクアップした
先数　β

αのうち期末に債務者
区分が変化しなかった
先　γ

正常先 7,297 5 0

うちその他要注意先 2,371 320 43 259

うち要管理先 89 39 8 31

破綻懸念先 802 103 13 80

実質破綻先 104 1 0 0

破綻先 110 0 0 0

合　計 10,773 468 64 370

要
注
意
先

うち
経営改善支援取組み先　α

期初債務者数
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数値目標の進捗状況

9.23％9％程度20/3期自己資本比率
（ほくほくＦＧ連結ベース）

48.67％48％程度19/3期ＯＨＲ
（ほくほく2行合算ベース）

1.02％1％以上19/3期ＲＯＡ
（ほくほく2行合算ベース）

経営力の強化

７６億円５０億円17/4～
19/3

「担保保証に過度に依存しない融資の推進」
ビジネスローンプラザでの融資実行金額

６４先468社中
７０先

18/4～
19/3

経営改善支援取組先に対する
ランクアップ先数

５１１件７００件18/4～
19/3

「ビジネスマッチング業務の推進」
成約件数

事業再生・中小企
業金融の円滑化

実 績目 標期間等項 目
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推進計画の追加項目について

１．事業再生・中小企業金融の円滑化
　（２）取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化
　　①取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化
　　　d．アグリ分野に関する取り組み
　 取　組　方　針　及　び　目　標

　アグリ関連ネットワーク「道銀アグリパートナーズ」を発足
し、農業を取り巻く顧客との情報交換により、資金や商品ニー
ズをキャッチ。これをマッチングの強化や農業生産法人または
農業者向けの資金対応に結び付けていく。
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アクションプログラムに基づく個別の取組み＜要約版＞ 

項 目 取組方針及び目標 17 年 4 月～18 年 9 月の進捗状況 18 年 4 月～18 年 9 月の進捗状況 評価・今後の課題等 

１．事業再生・中小企業金融の円滑化 

 (1)創業・新事業支援機能
等の強化 

○産学官・金融連携に向け仕組
みづくりの一翼を担う。政府
系金融機関等との連携も強
化しながら機能強化に努め
る。 
○金融学習公開講座の開催 
○ベンチャー企業向けファン
ドの活用 
 
 

○産学官・金融連携 
・産学官ﾈｯﾄﾜｰｸについては、体系化を
継続実施。ﾍﾞﾝﾁｬｰﾋﾞｼﾞﾈｽ支援での技
術評価、市場性評価等につきﾈｯﾄﾜｰｸ
を活用中。 
・「北海道産業ｸﾗｽﾀｰｻﾎﾟｰﾄ金融会議」
へ参画。また、中小企業のＩＴ活用
のための「北海道ＩＴｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ協
議会」にも参画（17 年 6 月）。 
・ﾉｰｽﾃｯｸ財団に対する人的派遣を 16
年 2 月に実施し継続。 
・北海道ＴＬＯ（技術移転機関）に対
する人的派遣を 16 年 7 月に実施し
継続。 
・日本政策投資銀行と、創業、新事業
機能強化を目的とした業務協力協
定を 17 年 9 月に締結。 
・国民生活金融公庫と、新規開業支援
等の相互協力を目的とした業務連
携・協力協定を 17 年 12 月に締結。 
○金融学習公開講座 
・道内私立大学にて金融学習公開講座
「秋の産学連携口座～金融・証券初
級口座～」を全５回実施。 
○ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業向けﾌｧﾝﾄﾞの活用 
･「道銀どさんこ 1号ﾌｧﾝﾄﾞ」投資実績
22件／745百万円。18年1月には「道
銀どさんこ 2号ﾌｧﾝﾄﾞ」も設立し、3
件／70 百万円の投資実績。 
・18 年 8 月､札幌元気ﾁｬﾚﾝｼﾞﾌｧﾝﾄﾞに参
画。必ずしも IPO を前提としない投
資ファンドで、総額 560 百万円の
LLP 形式となった。 

○産学官・金融連携 
・北海道赤ﾚﾝｶﾞﾁｬﾚﾝｼﾞ事業「ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟ
ﾗﾝ実現化支援事業」に協賛し、起業
支援ｱﾄﾞﾊﾞｲｽ実施。 
○金融学習公開講座 
・昨年に引き続き、道内私立大学にて
10～12 月まで金融証券講座を開催
予定。ノウハウの吸収や社会貢献を
目指す。 
○ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業向けﾌｧﾝﾄﾞの活用 
・道銀どさんこﾌｧﾝﾄﾞ（1・2 号）は、4
件／80 百万円の投資実績。 
・18 年 8 月､札幌元気ﾁｬﾚﾝｼﾞﾌｧﾝﾄﾞに参
画。必ずしも IPO を前提としない投
資ファンドで、総額 560 百万円の
LLP 形式となった。 

○産学官・金融連携 
・産学官での情報交換でより多く
の企業と接することが出来てお
り、企業支援に結びついている。 
○金融学習公開講座 
・金融学習公開講座については、
来春以降の継続要望あり、検討
していく。 
○ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業向けﾌｧﾝﾄﾞの活用 
・ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業の IPO 指向は高まっ
ており、投資対象先はいまだ増
加傾向にある。ただし、必ずし
も IPO を目指さないベンチャー
企業もあり、今後は「道銀どさ
んこファンド」と「LLP 札幌元気
チャレンジファンド」の双方で
提案していく。 
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項 目 取組方針及び目標 17 年 4 月～18 年 9 月の進捗状況 18 年 4 月～18 年 9 月の進捗状況 評価・今後の課題等 

 (2)取引先企業に対する経
営相談・支援機能の強化 
①取引先企業に対する経
営相談・支援機能の強化 
ａ．ビジネスマッチングの
推進 
 

○取引先企業からの真のニー
ズを掘り起こし、当行の持つ
ネットワークを活用するこ
とにより、企業の問題解決と
業容の拡大に貢献する。 
○成約件数の目標（17 年度） 
 上期 200 件、下期 200 件 
 合計 400 件 
○成約件数の目標（18 年度） 
 700 件 

○平成 17 年度成約件数目標 400 件に
対し 656 件の実績。 
○平成 18 年度成約件数目標 700 件に
対し 511 件の実績。情報発信重視か
ら成約重視への取り組みが実績に
つながる。 
 

○18 年上期（4～9 月）成約件数目標
350 件に対し、511 件の実績となる。
日々の細かい情報管理が成果とし
て現われてきている。 
 

○取引先をいかに良く理解し、真
のニーズを引き出すというマッ
チングの基本が浸透してきてい
る。 
○ビジネスマッチングのシステム
化については、システム完成し
運用テスト中。18 年下期稼動は
確実。 
 

 (2)取引先企業に対する経
営相談・支援機能の強化 
①取引先企業に対する経
営相談・支援機能の強化 
ｂ．コンサルティング機能
の強化 
 

○交流会・商談会による販路拡
大支援 
・ビジネス交流会・『食』特別
商談会を継続開催する方向
で検討し、引き続き中小企業
の販路拡大を支援する。 
○経営者向けのセミナー開催 
・取引先企業向けのビジネスセ
ミ 
ナー及び「道銀・経営塾 21」
を継続開催し、引き続き中小
企業の経営者・後継経営者へ
最新の情報提供を行う。 
○新たなコンサルティングサ
ービスの導入 
・企業の経営改善に必要な新た
なコンサルティングサービ
スの導入を検討し、経営相
談・支援機能の強化を図る。 
○海外ビジネス支援 
・中国・ロシアビジネス等海外 
ビジネス支援体制の強化を
図る。 
 

○交流会・商談会による販路拡大支援 
・17 年 5 月に第 1回「北海道の『食』
特別商談会」を開催。17 年 7 月にﾌ
ｫﾛｰｱｯﾌﾟ･ﾐｰﾃｨﾝｸﾞを開催。 
・17 年 9 月に第 2回「北海道の『食』
特別商談会」を開催。17 年 10 月ﾌｫ
ﾛｰｱｯﾌﾟ･ﾐｰﾃｨﾝｸﾞを開催。 
・17年10月に北海道ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌｫｰﾗﾑ 2005
及び第 7回「北海道ﾋﾞｼﾞﾈｽ交流会」
を開催。 
・18 年 9 月に第 3回「北海道の『食』
特別商談会」を開催。 
○経営者向けのセミナー開催 
・17 年度にﾋﾞｼﾞﾈｽｾﾐﾅｰ 19 本開催。 
・18 年度にﾋﾞｼﾞﾈｽｾﾐﾅｰ 8 本開催。 
・17 年度「道銀・経営塾２１」開催。
21 名が卒業。 
・18 年度「道銀・経営塾２１」開催。
42 名が受講中。 
○新たなｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽの導入 
・17 年 10 月から新ｻｰﾋﾞｽ「物流ｺﾝｻﾙﾃ
ｨﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ」を導入。 
・17 年 10 月から新ｻｰﾋﾞｽ「業務監査支
援ｻｰﾋﾞｽ」を導入。 
・18 年 4 月から新ｻｰﾋﾞｽ「知財ｺﾝｻﾙ」
を導入。 

○交流会・商談会による販路拡大支援 
・18 年 9 月に第 3回「北海道の『食』
特別商談会」を開催。 
○経営者向けのセミナー開催 
・ビジネスセミナー8本開催。 
・後継者育成の「道銀・経営塾２１」
を開講。42 名が一年間のカリキュラ
ムで受講中。 
○新たなｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽの導入 
・知財コンサルを 18 年 4 月からサー
ビス開始。 
・製造業支援の「ものづくり講習会」
の募集開始。 
○海外ビジネス支援 
・18 年 7 月に「北海道 week in 瀋
陽」開催。 
①当行事務所予定地にて北海道物
産・観光紹介 
②商談会開催 
・18 年 7 月に中国側当局の認可取得
し、工商登記手続を経て 8月に瀋陽
駐在員事務所開設。 

○交流会・商談会による販路拡大
支援 
・18 年 10 月に北海道ビジネスフォ
ーラム 2006 及び「第 8回北海道
ビジネス交流会」を開催予定。 
○経営者向けのセミナー開催 
・ビジネスセミナー4本開催予定。 
・後継者育成の「道銀・経営塾２
１」の平成 19 年度募集を企画予
定。 
３．新たなｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽの導入 
・「ものづくり講習会」により製造
業の本格的な支援を展開。 
○海外ビジネス支援 
・国内顧客ニーズの吸収・整理・
具体化を行っていく。 
・行政との協調体制確立していく。 
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項 目 取組方針及び目標 17 年 4 月～18 年 9 月の進捗状況 18 年 4 月～18 年 9 月の進捗状況 評価・今後の課題等 

・18 年 9 月から新ｻｰﾋﾞｽ「ものづくり
講習会」の募集を開始。 
○海外ビジネス支援 
・17 年 5 月ﾕｼﾞﾉｻﾊﾘﾝｽｸにおいて､｢ﾄﾚｰ
ﾄﾞﾌｪｱ IN ｻﾊﾘﾝ｣(商談会)を事務局と
して支援するとともに当行ブース
参加。 
・17 年 7 月より、道庁職員(出向者)
をほくほく FG として受入、北陸銀
行上海駐在員事務所に 1名派遣、現
地体制強化。 
・ほっかいどう長城会主催および協賛
による中国関連セミナー7本実施。 
・中国人留学生と道内企業の交流会共
催。 
・中国人研修生受入セミナー 
・18 年 2 月長城会セミナー(中国 PL
法)  
・18 年 7 月に「北海道 week in 瀋
陽」開催。 
・18 年 8 月に瀋陽駐在員事務所開設。 

(2)取引先企業に対する経
営相談・支援機能の強化 
①取引先企業に対する経
営相談・支援機能の強化 
ｃ．ネット環境による法人
向けビジネスポータル
サイトの活用 
 

○更なる会員数増加を図り顧
客支援を強化する。 
○会員にとっての有益情報を
広く提供し、利用率の向上を
図る。 

○会員数は微増傾向。期間中の純増数
は 58 社。 
○新規会員は 500 社を超えたが、退会
も 450 社弱となった。会員の入替が
進展している。 

○新規入会 159 社、退会 135 社。会員
は相応浸透してきており、今後爆発
的な増加はないものの、着実に増加
はしている。 

○当サービスの有益性に対する顧
客認知度に温度差があり今後、
更なる情宣活動が必要。 
○ページのバージョンアップを機
に、利便性・有益性を PR。 
○引き続きコンテンツの充実を模
索する。 
○リアルとウエブサービスの融合
を検討する。 
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項 目 取組方針及び目標 17 年 4 月～18 年 9 月の進捗状況 18 年 4 月～18 年 9 月の進捗状況 評価・今後の課題等 

(2)取引先企業に対する経
営相談・支援機能の強化 
①取引先企業に対する経
営相談・支援機能の強化 
ｄ．アグリ分野に関する取
り組み 
 

○アグリ関連ネットワーク「道
銀アグリパートナーズ」を発
足し、農業を取り囲む顧客と
の情報交換により資金や商
品ニーズをキャッチ。これを
マッチングの強化や農業生
産法人または農業者向けの
資金対応に結び付けていく。 

○アグリ関連融資実行 15 件／678 百
万円。「道銀アグリパートナーズ」
39 社加盟。 

○アグリ関連融資実行 12 件／593 百
万円。道銀アグリパートナーズ」19
社加盟。 

○農業分野の融資は、地域性や業
種別にばらつきがあり、今後幅
広い対応も行っていく。 

(2)取引先企業に対する経
営相談・支援機能の強化 
②要注意先債権等の健全
化に向けた取組みの強
化等 

○経営改善計画の策定支援、そ
の具体策の実施支援および
営業店指導等により、要注意
先から破綻懸念先について、
債務者区分のランクアップ
を図る。 
○大口与信先を中心として実
態把握を強化する方針。 

○17 年度支援取組先 340 社（18 年 9
月期限）に対しﾗﾝｸｱｯﾌﾟ実現 66 社、
目標 40 社に対し 165.0%の実績。洗
い替えした 18 年度支援取組先 468
先に対する実績を含め、17 年 4 月～
18 年 9 月までのﾗﾝｸｱｯﾌﾟ累計 105 社
の実績。 
○進捗管理の徹底と外部機関の効果
的な活用により、支援取組先の事業
計画書の作成率向上を進める。 
17 年度には外部機関主催顧客向け
「経営計画策定講座」を斡旋。上期
より計3回実施し支店主導先のうち
13 社 14 名が参加。 
18 年度より事業計画取入フローに
企業支援室を組入れし、より融資部
と連携を密にすることにより実効
性の高い事業計画書の作成率向上
を促進する体制とした。 
○営業店の提案力向上および問題解
決の促進を目的とし、17 年度にみす
ずｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱とｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ契約を
締結し、17 年 8 月よりコンサル相談
会を実施。26 ｹ店が参加し 45 社につ
いて検討した。18 年 9 月より地方に
おけるコンサル相談会開催を開始。
初回は旭川地区で実施。 
○「企業情報連絡会」を 6回実施。 

○18 年度支援取組先 468 先に対し、9
月までのランクアップは 64 先の実
績。目標 70 社に対し、91.4％の実
績。 
○18 年 5 月より事業計画取入フロー
に企業支援室を組入れし、より融資
部と連携を密にすることにより実
効性の高い事業計画書の作成率向
上を促進する体制とした。 
○営業店の提案力向上および問題解
決の促進を目的とし、17 年度にみす
ずｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱との間に締結したｱ
ﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ契約を更新した。同社の
ｱﾄﾞﾊﾞｲｽを効果的に活用するコンサ
ル相談会を 18 年度も実施中。14 ｹ
店が参加し24社について検討した。 
９月よりコンサル相談会の札幌市
外開催を開始。初回は旭川地区で実
施。 
○「企業情報連絡会」を 2回実施。 

○18 年度についても当初目標に対
するランクアップ実績は達成見
込。引き続き債務者区分のラン
クアップに向け活動強化してい
く。 
○札幌市外における企業再生業務
の能力向上のため、コンサル相
談会を効果的に活用し進めてい
く。 
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項 目 取組方針及び目標 17 年 4 月～18 年 9 月の進捗状況 18 年 4 月～18 年 9 月の進捗状況 評価・今後の課題等 

(2)取引先企業に対する経
営相談・支援機能の強化 
③健全債権化等の強化に
関する実績の公表等 
 

○実績の公表は数値が中心と
なるが、公表内容の拡充につ
いて検討する。 
○企業支援活動を通じて地域
貢献につながった実績の開
示を検討する。 

○再生事例については、行内向けセミ
ナー、全店向けニュース等により開
示している。 
17 年度下期職員向けセミナーを開
催。「粉飾決算の判明とその後の対
応について」。みすずｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱よ
り 2 名同席、ｱﾄﾞﾊﾞｲｽを受け事例発
表を開催。 
○中小企業再生支援協議会へ 17 年度
4社持込、2社合意。18 年度は持込
なし。 
○外部コンサル導入は 17 年度 10 社、
18 年度 5社実施。 
○18 年度より事業計画取入フローに
企業支援室を組入れし、より融資部
と連携を密にすることにより実効
性の高い事業計画書の作成率向上
を促進する体制とした。 

○再生事例については、行内向けセミ
ナー、全店向けニュース等により開
示している。 
○中小企業再生支援協議会への持込
は、18 年度はない。 
○外部コンサル導入は 5社実施。 
○18 年度より事業計画取入フローに
企業支援室を組入れし、より融資部
と連携を密にすることにより実効
性の高い事業計画書の作成率向上
を促進する体制とした。 

○営業店主導先の中で迅速な解決
が困難な先に対し、最適な解決
策立案に向け、より効果的な企
業支援室の関与方法を定めるべ
く検討していく。 
 

(3)事業再生に向けた積極
的取組み 
①事業再生に向けた積極
的取組み 
 
 

○実態把握を踏まえ再生処理
することが最善と判断した
先については、再生処理案を
確定し実施に移す。 
 
 

○17 年度は本部主導先 70 社の中で、
再生支援要する 15 社程度について
方向性の決定等活動を進めた。18
年度本部選定先 57 社の中で再生処
理が最善と判断した3社について処
理を実施。 
○17 年度上期にみすずｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱、
下期には㈱ﾘｻﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞと業務提携。 
○北海道マザーランドキャピタル㈱
に対する売却は 17 年度 1 社。その
他数社について協議中だが、売却に
は至っていない。 
○17 年度には本部主導先 1社に対し、
シンジケートローンを活用し EXIT
ファイナンスを実行。 

○本部主導先 57 社の中で再生処理が
最善と判断した3社について処理を
実施。1 社については、ファンドを
活用した再生処理を実施。1 社につ
いては、サービサーに売却。1 社に
ついては営業譲渡とグループ再編
を骨子とした再生処理を実施。 
○北海道マザーランドキャピタル㈱
に対する売却は数社について協議
中だが、売却には至っていない。 

○引き続き方針が決定している先
については、再生処理案に基づ
き迅速に実施していく。 
○再生処理を進めるにあたって北
海道マザーランド㈱の活用が最
適と判断できる案件について
は、積極的に活用する。 
○18 年度の洗い替えにより新たな
対象とした先については17年度
同様実態把握を進め、再生処理
することが最善と判断した先に
ついては、実施に移す。 
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項 目 取組方針及び目標 17 年 4 月～18 年 9 月の進捗状況 18 年 4 月～18 年 9 月の進捗状況 評価・今後の課題等 

(3)事業再生に向けた積極
的取組み 
②再生支援実績に関する
情報開示の拡充、再生ノ
ウハウ共有化の一層の
推進 
 

○地域における再生事例は、匿
名性に留意し、顧客情報保護
の観点より公表の是非、公表
の方法について慎重に検討
する。 
 

○現状、再生支援実績に関する情報開
示は従来程度に留めている。 

○現状、再生支援実績に関する情報開
示は従来程度に留めている。 

○情報保護の点において問題ない
手法、事例公表の可否について
引き続き検討していく。 

(4)担保・保証に依存しな
い融資の推進等 
①担保・保証に依存しない
融資の推進 

○「自動審査システム」「業務
支援システム」といった IT
を活用することで「利便性」
「迅速性」を実現しつつ、積
極的な中小企業融資を実施
する。 
○「ビジネスローンプラザ」融
資実行目標（平成 17～18 年
度）：50 億円 
 

○ビジネスローンプラザにおいて道
内中小企業への担保、保証に依存し
ない融資を積極的に推進。17 年 4
月～18 年 9 月のお客さまへのコン
タクト件数：49,000 件、実行額：76
億円。 
○提携商品の活性化策として、17 年 5
月にＴＫＣ戦略経営者ローンの商
品性を改正。今後も啓蒙活動の継続
を図る。 

○ビジネスローンプラザ：コンタクト
件数 31,500 件、実行額：34 億円。
専門チームの設置による効果も大
きくコンタクト件数・実行額とも大
幅に増加。 
○ＴＫＣ戦略経営者ローン：実行件数
14 件、186 百万円。 

○簡便、迅速な融資審査に対する
顧客ニーズは高い。 
○対象エリアを札幌市内近郊よ
り、道内主要都市に拡大し顧客
利便性の向上を図る。 
○承諾率に関しては改善の余地有
り、18 年度は高承諾率を実現す
べく、商品改正を実施する。 
○コンタクトの件数については増
加傾向にあるものの、更なる拡
大を実現すべく、専門チームの
設置によるアウトバウンド機能
の強化を図る。 

(4)担保・保証に依存しな
い融資の推進等 
②中小企業の資金調達手
法の多様化等 

○債権流動化プログラムを積
極的に活用し、さらに広範に
企業に提案していくことに
より、引き続き、中小企業の
資金調達手法の多様化に寄
与する。 
○企業のオフバランスニーズ
の受け皿として、「不動産流
動化ファンド」を活用する。 
○手形債権流動化に留まらず、
他行協業によりキャッシン
グ債権・リース料債権流動化
等に取組む。 
 

○債権流動化プログラム 
８件調印 
○手形債権流動化（大数プール） 
１件調印 
○不動産流動化ファンド 
１件、３６億円 
○不動産流動化→１件、１８億円 

○18 年度については債権流動化プラ
グラム１件の実績。 

○18 年度上期については推進体制
構築が不十分であり低調な実績
に終わった。下期については推
進体制の再構築により挽回図
る。 
○併せて動産担保等のＡＢＬへの
検討についても強化を図る 
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項 目 取組方針及び目標 17 年 4 月～18 年 9 月の進捗状況 18 年 4 月～18 年 9 月の進捗状況 評価・今後の課題等 

(5)顧客への説明態勢の整
備、相談苦情処理機能の
強化 

○顧客への説明態勢の整備 
・「クレジットポリシー」や「各
種契約書類等の内容説明な
らびに書類の写しの交付に
ついて」に定める説明態勢を
継続する。 
・融資謝絶時や保証債務履行請
求時等、取引関係の見直し時
や、顧客の知識、経験および
財産の状況に応じた説明態
勢に関する具体的な規程を
整備する。 
○相談苦情処理態勢の強化 
・法令遵守に基づく円滑な融資
業務の遂行と判断の合理的
説明の徹底を図る。 
・受付事案の検証と検証結果を
営業店に還元し、再発防止に
向け啓蒙を行う。 

○顧客への説明態勢の整備 
・融資部主催の若年層向融資研修等に
おいて債務者への説明の重要性に
ついて周知を図った。 
・18 年 3 月に北陸銀行と統一した基準
で「顧客説明マニュアル（与信取
引）」を制定。 
・融資部主催の若年層向融資研修等に
おいて、「顧客説明マニュアル」に
ついて説明を行い、顧客説明態勢に
係る規程について周知・浸透を図っ
た。 
○相談苦情処理態勢の強化 
・苦情対応管理規程を制定し、苦情処
理の扱いを明確化するとともに即
応体制を構築した。 

○顧客への説明態勢の整備 
・18 年 3 月に制定した「顧客説明マニ
ュアル」について、研修等をとおし
て周知・徹底を図った。 
○相談苦情処理態勢の強化 
・店頭総合ブラッシュアップ・新任役
席・新任支店長研修会で職員への啓
蒙に努めた。 

○顧客への説明態勢の整備 
・18 年 9 月までに予定していた実
施項目については、スケジュー
ルどおり実施しており、「顧客説
明マニュアル」を制定し研修な
どを利用して行内に周知を図っ
た。今後も引き続き文書や研修
などをとおして「顧客説明マニ
ュアル」について啓蒙を行う。 
○相談苦情処理態勢の強化 
・苦情、トラブルに発展しないよ
う十分な説明を心掛ける。 
・研修会等で職員教育を継続し顧
客対応力の強化を図る。 

(6)人材の育成 ○企業の将来性、技術力を的確
に評価できる能力、経営支援
の能力の向上など、事業再
生・中小企業金融の円滑化に
向けた人材を育成する。 

○既往研修会の継続実施 
・「マネジメントアドバイザー研修会」 
17 年度 33 名参加 
・「法人渉外トレーニー」 
 17 年度 1 名実施 
・「ステップアップセミナー実施」 
 17 年度 ５講座 437 名参加 
 18 年度 ２講座  48 名参加 
○地銀協等外部研修「目利き・事業再
生」関連講座への派遣 
17 年度 ３講座 ３名派遣 
18 年度 ２講座 ２名派遣 
○「目利き・事業再生」関連通信講座
の斡旋 
 17 年度 ４講座 73 名受講 
 18 年度 ６講座 48 名受講 
○中小企業診断士資格取得支援スキ

○既往研修会の継続実施 
・「マネジメントアドバイザー研修会」 
上期は開催せず、下期実施に向け、
更にカリキュラムを充実させるべ
く準備中。 
・「ステップアップセミナー実施」 
 ２講座 74 名参加 
○地銀協等外部研修「目利き・事業再
生」関連講座への派遣 
２講座 ２名派遣 
○「目利き・事業再生」関連通信講座
の斡旋 
 ６講座 48 名受講 
○中小企業診断士資格取得支援スキ
ームの構築 
継続検討中。なお、今年度は、一次
試験合格者 2名を輩出。 

○「研修会・セミナー」は、今後
もカリキュラムを更に充実させ
展開していく。 
○地銀協講座はほぼ予定どおり派
遣した。また、行内へのアウト
プットについては、「業種別企業
経営研究講座（旅館・ホテル編）」
や「企業価値研究講座」で得た
ノウハウの還元を研修やセミナ
ーにて実施した。 
○アクションプログラム対応の通
信講座には、「SD ポイント」にお
けるボーナス点を付与する仕組
みとした。来期以降も継続実施
し、受講者の増加を目指す。 
○中小企業診断士については、期
間中における新規資格取得者は
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ームの構築 
継続検討中 
○若手行員の育成 
・18 年 4 月より、法人得意先融資担当
者育成カリキュラム「登龍門」プロ
ジェクトを新設。入行 3年目行員を
主な対象として、将来的に中小企業
金融の円滑化に資する人材を育成
すべく教育中。 

○若手行員の育成 
「登龍門」～26 名受講 

ゼロであるが、一次試験合格者
は 2 名輩出。早期に実効性のあ
るスキーム構築を目指す。 

２．経営力の強化 

 (1)リスク管理態勢の充実 
 バーゼルⅡへの対応 

○19 年３月より標準的手法に
基づく信用リスクアセット
を算出し、20 年３月より基礎
的内部格付手法を導入する。 

○17 年６、12 月ﾌｨｰﾙﾄﾞﾃｽﾄ参加 
○17 年７月より専担者配置 
○17 年７月より北陸銀行と格付制度
の統一化検討を開始、制度・モデル
とも統一化（18 年４月より実施） 
 新信用格付基準に則った格付遡及
作業を実施（～18 年７月） 
○信用ﾘｽｸｱｾｯﾄ計算ｼｽﾃﾑの検証終了
（17 年 12 月）し、ﾊﾟﾗﾒｰﾀ推計およ
び経営への報告（18 年８月） 
○統合リスク管理委員会設置（17 年
10 月より毎月実施）と協議内容の経
営への定期的な報告の実施 
○リスク管理関連規程等の制定（18
年４月より実施） 
○18 年７月ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙﾘｽｸ・粗利益配分
手法のｾﾙﾌｱｾｽﾒﾝﾄｱﾝｹｰﾄに参加 
○18 年４月よりｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙﾘｽｸ情報の
収集・蓄積を開始 
○18 年下期資本配賦試行開始の前提
として、リスク計測・管理手法を北
陸銀行と統一化 
○案件格付の概要を確定、規程（ドラ
フト）を完成 

○新信用格付基準に則った格付遡及
作業実施(17/3,18/3) 
○18 年８月に FIRB 用パラメータ推計
の実施と経営への報告 
○18 年４月よりｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙﾘｽｸ情報の
収集・蓄積を開始 
○18 年７月ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙﾘｽｸ・粗利益配分
手法のｾﾙﾌｱｾｽﾒﾝﾄｱﾝｹｰﾄに参加 
○18 年下期に資本配賦試行を開始す
るため、リスク計測・管理手法をＦ
Ｇレベルで統一化 
○案件格付の概要を確定、規程（ドラ
フト）を完成 

○ほくほくＦＧとして統一化した
基準、手法でリスク管理を実施 
していく体制が整ってきたと認
識している。 
○新ＢＩＳ規制標準的手法につい
ては、18 年 10 月に実際と同じス
ケジュールでの自己資本比率算
出作業を試行する。 
○基礎的内部格付手法について
は、パラメータ推計作業も一巡
したが、さらに十分なデータ確
保のため、18 年下期に追加でパ
ラメータ遡及作業を実施する。 
○ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙﾘｽｸについても、粗利
益配分手法を採用すべくｾﾙﾌｱｾｽ
ﾒﾄｱﾝｹｰﾄで対応十分な水準に至
っていないと認識している事項
を中心に管理体制を整備し、高
度化に努める。 
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 (2)収益管理態勢の整備と
収益力の向上 

○収益管理態勢の整備と収益
力向上、収益管理の高度化に
向けシステム再構築に取組
む。同時に個社別採算管理の
再構築に取組み、実質的な収
益性の確保・強化のための管
理態勢の向上を目指す。 

○16 年度中に完成した基本設計をも
とに開発に着手。一方で過去データ
の蓄積に取り組み、データの整合性
を検証。18 年 2 月に蓄積を完了。 
○勘定系ホストの更改時期が変更と
なったが、特段の仕様変更なく過去
データの蓄積と検証作業に取組む。 
 
 

○18 年 4 月より債務者格付基準を見
直したことにより、信用コスト算出
の前年対比正確とならないことか
ら、遡り処理を実施している。 

○遡り処理に伴いカットオーバー
を下期としている。今後収益に
関する考え方の変更の啓蒙に取
り組む。特に営業店評価におけ
る考え方の変更は十分な助走期
間をもって対応する予定。 
 

 (3)ガバナンスの強化 
①財務内容の適正性の確 
 認 
 

○平成 18 年 3 月期有価証券報
告書に開示府令による確認
書を添付する。 

○内部監査部署による 18 年 3 月期中
間決算監査の実施。 
○有価証券報告書・半期報告書のチェ
ック項目の文書化。      
○責任部署の明確化と確認書の提出
に向けた内部統制体制の整備。 
○有価証券報告書・半期報告書の作成
体制、監査体制などを含む作成要領
の制定に向けた文書化の取組み。 
○18 年 3 月期有価証券報告書に確認
書の添付を実施。 
 
 

○有価証券報告書のチェック項目の
文書化。 
○責任部署の明確化と確認書の提出
に向けた内部統制体制の整備。 
○有価証券報告書・半期報告書の作成
体制、監査体制などを含む作成要領
の制定に向けた文書化の取組み。 
○18 年 3 月期有価証券報告書に確認
書の添付を実施。 

○18 年 3 月期有価証券報告書に開
示府令による確認書を添付する
という目標は達成しているもの
の、今後は日本版ＳＯＸ法への
対応を進めていく。また、財務
報告の適正性を確保するため整
備してきた内部統制体制が、確
実に機能するよう引続きチェッ
クを行う。 
 

 (3)ガバナンスの強化 
②経営顧問会議の継続実 
 施 

○「経営顧問会議」を継続開催
し、地域密着型金融を標榜す
る中において、広く経営・営
業全般の具体的諸問題につ
いてご意見をお伺いし、経営
に反映させていく。 

○経営顧問会議を７度実施。経営顧問
より広くご意見を頂戴し、ガバナン
スの強化に役立てている。 
○開催方法の見直しは実施済。 
 

○2 度実施し、経営顧問より広くご意
見を頂戴し、ガバナンスの強化に役
立てている。 
 

○17 年 10 月以降は、新メンバーに
よる経営顧問会議となってお
り、広く経営・営業全般の具体
的諸問題についてご意見を頂
き、より活発な会議となるよう
な運営に努め、ガバナンスの強
化につなげていく。 
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 (4)法令等遵守（コンプラ
イアンス）態勢の強化 
 

○コンプライアンス管理体制
を整備・強化する。 
○営業店に対する法令等遵守
状況の点検強化等を行う。 
○適切な顧客情報の管理・取扱
いを確保する。 

○17 年上期に全本支店を対象にコン
プライアンス研修会を実施した。 
○17 年下期より内規変更しコンプラ
イアンス委員会の機能と権限の見
直しを実施した。 
○17 年 10 月にコンブライアンス自己
点検実施した。 
○18 年 1 月に「商品・サービス等開発
規程」、さらに 3 月にリーガルチェ
ック規程を制定した。 
○本部職員による「スタッフ向けコン
プライアンス研修」を 18 年上期に
集中的に実施した。 
○18 年 5 月に「優越的地位の濫用」防
止について全店一斉検証を実施し
た。また、「独占禁止法遵守マニュ
アル」を 8月に改正し、全店一斉勉
強会実施した。 

○コンプライアンスの職員教育につ
いては、階層別・集合等の研修に織
込み進めた。特に、今迄未実施であ
った本部職員による「スタッフ向け
コンプライアンス研修」を 18 年上
期に集中的に実施した。 
○18 年 5 月に「優越的地位の濫用」防
止について全店一斉検証を実施し
た。また、「独占禁止法遵守マニュ
アル」を 8月に改正し、全店一斉勉
強会実施した。 

○コンプライアンスの体制面の整
備は予定通り進んでいる。今後
は、職員の教育指導を研修会・
自店の勉強会等を通じてさらに
強化すると共に、来年施行され
る金融商品取引法に対応したコ
ンプライアンス態勢を整備して
いく必要がある。 

 (5)ＩＴの戦略的活用 
 営業戦略 

○ﾌｧｰﾑﾊﾞﾝｷﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽの活用 
・インターネットバンキング 
の推進 
・回収系サービスの推進 
○遠隔相談システムの活用 
・遠隔相談システムの更なる活
用により、本部専担者による
的確な顧客への説明と、支店
業務の効率化を図る。 
○その他サービスの活用 
・企業側でシステム構築が必要
なものについては、提携して
いるシステム会社を紹介し、
企業が課題として抱えてい
る事務効率化・平準化に貢献
する。 

○ﾌｧｰﾑﾊﾞﾝｷﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽの活用 
・インターネットバンキングの推進 
 「都度即時振込＋口座確認機能」の
実現（17/7 実施済）。「ソフトウェア
キーボード」の実現（17/11 実施済）。 
「Pay-easy（ペイジー）」収納取扱
企業の追加。 
 ＥＢ未取引先に対する本部渉外の
臨店帯同訪問の実施。 
 営業店向け勉強会の継続的な実施。 
・回収系サービスの推進 
ｺﾝﾋﾞﾆ収納ｻｰﾋﾞｽ、ﾏｯﾁﾝｸﾞﾚﾎﾟｰﾄ、ﾜｲﾄﾞ
ﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽの契約先を拡大。（契約先
数～期間純増 101 先） 
自治体向けｺﾝﾋﾞﾆ収納ｻｰﾋﾞｽの契約
先拡大。（幕別町～18 年 4 月導入済） 
ｺﾝﾋﾞﾆ収納ｻｰﾋﾞｽにおけるｻｰﾋﾞｽﾒﾆｭｰ
を追加。（Web 決済、リアル通知） 

○ﾌｧｰﾑﾊﾞﾝｷﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽの活用 
・インターネットバンキングの推進 
 「Pay-easy（ペイジー）」収納取扱
企業の追加 
 ＥＢ未取引先に対する本部渉外の
臨店帯同訪問の実施 
 営業店向け勉強会の継続的な実施 
・回収系サービスの推進 
ｺﾝﾋﾞﾆ収納ｻｰﾋﾞｽ、ﾏｯﾁﾝｸﾞﾚﾎﾟｰﾄ、ﾜｲﾄﾞ
ﾈｯﾄｻｰﾋﾞスの契約先を拡大（契約先
数～期間純増 31 先） 
自治体向けｺﾝﾋﾞﾆ収納ｻｰﾋﾞｽの契約
先拡大（幕別町～18 年 4 月） 
ｺﾝﾋﾞﾆ収納ｻｰﾋﾞｽにおけるｻｰﾋﾞｽﾒﾆｭｰ
を追加した（Web 決済、リアル通知） 
・主要サービス契約先数 
 18 年 9 月末実績 23,191 件（期間
増加件数 830 件） 

○ﾌｧｰﾑﾊﾞﾝｷﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽの活用 
・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞの推進 
進捗状況としては、ほぼ計画ど
おりの成果であった。契約先数
は順調に推移。 
セキュリティ面については18年
5 月に伝送系サービス（ビジネス
ＷＥＢプラスサービス）におい
て「ソフトウェアキーボード」
を導入した。引き続きセキュリ
ティ強化に関する調査・検討を
行い、必要な対策を講じていく。 
･回収系サービスの推進 
引き続き営業店において企業ニ
ーズをヒアリング、喚起し、必
要に応じて本部渉外による帯同
訪問を実施し、提案活動を強化
していく。 
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・主要サービス契約先数 
 18 年 9 月末実績 23,191 件（期間
増加件数 2,074 件） 
○遠隔相談システムの活用 
・17 年 11 月から遠隔相談受付の個人
ローン繰上返済について本部でオ
ペレーション開始し、営業店の業務
支援を強化した。 
・投資信託の販売に関しては、店頭の
営業担当者が投信販売に習熟し、相
談件数が減少してきたことから、17
年 9 月末をもって当面休止とした。 
○その他サービスの活用 
ＩＴコンサルティング～受付案件
数 24 件、成約案件数 3件 

○遠隔相談システムの活用 
18 年上期個人ローン繰上返済本部
オペレーション件数 634 件 
18 年上期遠隔相談受付件数 3,568
件（前年比＋701 件） 
○その他サービスの活用 
ＩＴコンサルティング～受付案件
数７件、成約案件数０件 

･主要サービス契約先数 
引き続き営業店担当者のレベル
アップ（推進・知識面）に取組
み、契約先数の拡大を図ってい
く。 
○遠隔相談システムの活用 
17 年 11 月以降、個人ローン繰上
返済相談件数の 83％を本部で対
応しており、営業店事務の省力
化に寄与している。住宅ローン
固定金利選択型の金利再選択事
務について、現在、顧客からの
相談受付をしているが、18 年 11
月からは事務処理についても本
部集約を行い営業店の業務支援
をさらに強化する。 
○その他サービスの活用 
ＩＴコンサルティングについて
は、単にシステムを導入し管理
するというニーズから、販売管
理、在庫管理を元に、顧客デー
タ分析を含む戦略的な利用ニー
ズへと取引先の志向は徐々に高
度化してきている。最近では、
ホームページを販売戦略へ利用
して行きたいというニーズもあ
る。今後も、顧客ニーズを更に
深く掘り起こし、最適なシステ
ム提案を行う。 
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 (5)ＩＴの戦略的活用 
 新渉外支援システムの
構築 

○取引先に関する預貸等の取
引計数に加え、各種交渉履歴
等をデータベース化し、融
資・渉外係全員のパソコンで
情報の共有・活用を可能とす
る新情報系システムを構築
する。 
 

○17 年 10 月までに計画どおりシステ
ム設計・開発まで完了したが、17
年 11 月、三行共同システムへの方
針転換に伴い、データ提供の前提と
していた勘定系システムの地銀共
同センターへの移行が中止となり、
構築範囲、実現方法および開発スケ
ジュールを大幅に見直した。17 年
12 月以降は三行共同システムでの
渉外支援システムを含む情報系シ
ステムの取扱いについて検討する
とともに、見直し後のシステムの 18
年 10 月稼働に向け作業を再開し、
18 年 3 月に詳細な開発計画を作成
して計画どおりにシステム変更設
計・開発・試験を進めた。 
 
 
 

○現行渉外支援システム用データを
活用する「新渉外支援システム」の
18 年 10 月稼働に向け、18 年 3 月に
作成した開発計画どおりに開発・確
認テスト・総合試験を進め、9月 29
日～30 日にシステム移行作業を完
了した。 

○取引先に関する預貸等の取引計
数に加え、各種交渉履歴、クレ
ーム等をデータベース化し、融
資・渉外係全員のパソコンで情
報の共有・活用を可能とする新
情報系システムの構築作業を終
えた。今後は、本システムを活
用するとともに三行共同システ
ムにおける情報系での渉外支援
のさらなる充実を目指して検討
を続ける。 

３．地域の利用者の利便性向上 

 (1)地域貢献に関する情報
開示 

○当行が目指す二つの地域貢
献「本業を通じた地域貢献＝
道内企業、道民に対する円滑
な資金供給と各種金融サー
ビスの提供を通じた地域活
性化」「企業市民としての地
域貢献」について、継続的に
開示する。 
○内容、表現、各資料の配布方
法等において、利用者の評価
を活用した「読まれる工夫」
を行う。 
○情報伝達手段の多様化を図
る。 
 
 

○ホームページ、ディスクロージャー
誌の域貢献等に関する情報開示専
用コーナーを継続。 
○17 年 6 月より、ミニディスクロージ
ャー誌の店頭手渡しを開始し継続
実施中。 
○経営陣による取引先向け説明会を
66 回実施。 
○個人営業部主管により利用者アン
ケートを実施。 

○ホームページ、ディスクロージャー
誌の域貢献等に関する情報開示専
用コーナーを継続。 
○ミニディスクロージャー誌の店頭
手渡しを継続。 
○経営陣による取引先向け説明会を
24 回実施。 
○「読まれる工夫」の一環としてディ
スクロージャー誌の経営戦略をイ
ンタビュー形式で紹介。 

○進捗状況は計画どおり。今後は、
利用者アンケートの活用に加
え、ほくほくフィナンシャルグ
ループとの連携により、読みや
すさの追求、情報開示の充実を
図る。 
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項 目 取組方針及び目標 17 年 4 月～18 年 9 月の進捗状況 18 年 4 月～18 年 9 月の進捗状況 評価・今後の課題等 

 (3)地域の利用者の満足度
を重視した金融機関経
営の確立 

○より広範な顧客要望・意見を
吸収するために、平成 17 年
下期を目処に「利用者満足度
アンケート調査(仮称)」を実
施し、経営改善やマーケティ
ングに役立てる。 

○18 年 2 月に「利用者満足度アンケー
ト調査」を実施。18 年 3 月に調査結
果の分析を行い、18 年 6 月に調査結
果の公表を行った。当行をご利用の
お客様から見た当行への総合的な
イメージについて、「とても良い」
「やや良い」が 39.1％、「普通」が
55.7％、「やや悪い」「とても悪い」
が 5.2％となっている。 
 

同左 ○アンケートの調査結果を受け、
商品・サービスの改善やセキュ
リティ対策の強化を進めるとと
もに、継続してアンケート調査
を行い、利用者の満足度の向上
に向け取り組んでいく。 

 (4)地域再生推進のための
各種施策との連携等 

○道内におけるＰＦＩ事業に
ついては、道内企業のノウハ
ウ蓄積も考慮し、引続き積極
的に支援・参加の方針。 
○ＰＦＩ以外の民間活力を利
用する地域活性化施策の研
究についても、積極的に参加
方針とする。 

○苫小牧法務総合庁舎 PFI 事業にお
いてｱﾚﾝｼﾞﾒﾝﾄ契約及び融資契約締
結。  
○市町村、地場企業との PFI に係る情
報交換会の実施（６回）。 
○日本PFI協会と連携したPFI相談窓
口の開設。  

○金融 PFI ｾﾐﾅｰ（東京）、ふらの PFI ｾ
ﾐﾅｰ講師対応。 
○全国初の民間発案型 PFI のﾁｰﾑ組成
及び自治体あて提案。 
○札幌市定時制高校PFI事業に係る情
報収集。 

○過去 2 件の PFI 案件取組でﾉｳﾊｳ
を蓄積。ｱﾚﾝｼﾞﾒﾝﾄ業務が対応可
能となった。 
○ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ企業・日本 PFI 協会
との連携により、道内の小規模
な案件を積極的に支援する体制
を整備することができた。 
○全国初の民間発案型 PFI を金融
機関としてｻﾎﾟｰﾄし、各方面から
注目されることとなった。この
ﾉｳﾊｳを地域の公共事業に活かす
体制・情報網の整備を行う。 
○苫小牧法務総合庁舎 PFI 事業に
おいては、国土交通省の PFI 案
件の中で第1号のﾓﾆﾀﾝﾘｸﾞ開始案
件となる。国の事業の前例とし
て関心が高く、完成度の高い事
業ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞについて北海道開発
局と協議していく。 

 


